
 

 

会員社受託管理組合における民泊への対応状況調査結果 

 

 

◆調査対象 

・協会会員社：３６５社 

・会員社受託管理組合数：９５，０７３組合 

 

◆調査対象期日：平成 30年 2月 4日時点 

 

◆調査結果 

 ・回答会員社数：３０８社（回答率８４．４％） 

 ・回答会員社受託組合数：８７，３５２組合（全会員社総受託組合数対比９１．９％） 

 

 
１．決議あり 

２．決議なし 合計 
計 禁止方針 容認方針 

回答組合数 70,631 70,361 270 16,721 87,352 

回答組合数比率 80.9％ 80.5％ 0.3％ 19.1％ 100.0％ 

※禁止方針の内訳：規約改正 44.6％、総会・理事会での方針決議 35.9％ 

※容認方針の内訳：規約改正  0.1％、総会・理事会での方針決議 0.2％ 

 

◆ご参考 

分譲マンションは平成 28年度末現在、633.5万戸あるといわれておりますが、当協会の

会員はその 92％以上の分譲マンションから管理業務をお引き受けしております。 

  http://www.kanrikyo.or.jp/outline/seido.html 

 

以上 

http://www.kanrikyo.or.jp/outline/seido.html

